





































































































































































































































企業名 業種 所在地 ヒアリング調査日
A社 製造 横浜市港北区 2014年12月4日
B社 製造 横浜市金沢区 2014年12月5日
C社 製造 横浜市中区 2014年12月8日
D社 製造、サービス（特例子会社） 横浜市港北区 2014年12月10日
E社 サービス 横浜市保土ヶ谷区 2014年12月12日
F社 製造 横浜市都筑区 2014年12月12日
G社 製造 横浜市鶴見区 2014年12月15日
H社 卸・小売 横浜市南区 2014年12月17日
I社 製造 横浜市港北区 2014年12月17日
J社 製造 横浜市都筑区 2014年12月19日
K社 製造 横浜金沢区 2015年2月13日
L社 製造 横浜市磯子区 2015年2月13日
M社 製造 横浜市磯子区 2015年2月18日
N社 製造、卸・小売 横浜市金沢区 2015年2月18日







































































































































































































































































































































































































































































































むすびにかえて ‐ 地域の人材育成に対する本学のかかわり方 ‐
　最後に、ここまでの調査結果と考察をふまえて、地域の人材育成に本学
がどのようにかかわるべきか、検討することでむすびにかえたい。
　ヒアリング調査から読み取れるように、企業の側では人材育成の面で大
学と連携すること自体にあまり具体的なイメージが描けていない。この理
由のひとつに、大学のもつリソースに関する情報が、企業に行きわたって
いないことが考えられる。これは非常にもったいない状況といえる。たと
えば、大学の市民公開語学講座やエクステンション講座には、業種にかか
わらず多くの企業にとって有用な科目もある。また、製造業の求める要素
技術系の知識に関しても、理学系を中心に有用な研究・教育リソースがあ
ると考えられる。しかしこれまでは、こうした大学のリソースに対する市
内企業の認知も低く、また大学も企業の側に積極的に情報を発信していた
わけではなかった。
　こうした実情をふまえると、大学からの情報の発信、そして大学のリソー
スに対する企業側の認知を高めていくという地道な活動がまずは求められ
ることになる。その際に、企業と日常的に接触している横浜市役所の役割
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が重要となってくる。すなわち、企業と大学の双方に太いパイプを持つ市
役所を情報の橋渡し役として、企業側のニーズと大学の有するシーズの情
報共有を充実していくことが求められると考えられる。
　またヒアリング調査によると、横浜市内の中小企業は特に人材採用面で
苦労している様子がうかがえた。この点に関しても、大学はある程度即効
的な対応ができると考えられる。就職活動中の学生と企業の採用ニーズの
マッチングについては、すでに大学のキャリア・センターなどが対応して
いるが、今後は大学2年生や3年生を積極的に地元の中小企業に訪問させ
たり、社員の方を大学へ招聘して講演を依頼したりする活動を充実させる
余地がある。学生のインターンシップについては、企業側の受け入れ準備
が必ずしも整っていないようだが、企業訪問のように、基本的な学生管理
の負担およびその責任を大学側が持つ方式であれば、地元の中小企業も比
較的受け入れやすいと考えられる。いずれにせよ、学生と地元中小企業の
お互いが認知度をもっと高められる活動を継続すれば、中小企業側の採用
活動もスムーズになり、採用後のミスマッチといった問題も減らすことが
できると考えられるのである。
　一方で、今回の調査結果からは、大学側の中長期的な課題も浮き彫りに
なった。製造業企業から要望が多かった大学との共同研究の実施は、その
うちのひとつである。一般に産学共同研究は、企業が研究資金を拠出して、
自社の技術力向上に資する基礎研究を大学に委託するパターンが多い。し
かし資金力に制限のある中小企業にとって、実用化まで時間を要する基礎
研究の資金を全面的に拠出する余裕はないのが実情である。そこで現実的
には、個別具体的なプロジェクト・ベースでの共同研究開発の可能性があ
りうる。この点に関しては、研究資金の獲得を目指す大学と研究ノウハウ
の向上を目指す地元企業との間で、今後はお互いの利害を少しずつすり合
わせていく努力が必要になってくると考えられる。
　また、教育上の制度設計の工夫と改編も、大学に課された中長期的課題
といえる。自社の従業員を大学へ通わせたいというニーズは各社まちまち
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だが、今回のヒアリング結果から推測するに、内容や費用によっては十数
名程度の社会人学生を集められる可能性は否定できない。これはひとつの
大学院に相当する規模である。社会人大学院の設立となると開催場所やコ
ンテンツをめぐって、それこそ一からの制度設計が必要となってくるが、
大学院改革がまさに動きつつあるなかで、そうした可能性も含めて検討を
進めていく余地はありそうである。
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